
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　
（Ａ） パイロットチ
ャネルの第１セグメントの一部

チャネル用のパワー制御情報を送信するステップ、
　（Ｂ） パイロットチャネルの第２セグメントの 一部 チ
ャネル用のパワー制御情報を送信するステップ
を有する

方法。
【請求項２】
　前記（Ａ）のステップと（Ｂ）のステップを、交互に行う
ことを特徴とする請求項１記載の方法。
【請求項３】
　（Ｃ） パイロットチャネルの第３セグメントの 一部の間に、

チャネル用のパワー制御情報を送信するステップ
を更に有し、
　前記第３セグメントは、複数回繰り返されるセグメントの１つで
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少なくとも２つ以上の通信チャネル用にパワー制御情報を通信する方法であって、
モバイルステーションからベースステーションへ送信される逆方向の

でベースステーションからモバイルステーションへ送信さ
れる順方向音声

逆方向の 対応する で順方向データ

ことを特徴とする

逆方向の 対応する 第３の順
方向

あり、前記第３の順方
向チャネルは順方向データチャネル、順方向音声チャネル及び順方向画像チャネルの一つ
である



ことを特徴とする請求項１記載の方法。
【請求項４】
　前記（Ｂ）のステップを１回行う間、前記（Ａ）のステップを 行う
ことを特徴とする請求項１記載の方法。
【請求項５】
　

【請求項６】
　

【請求項７】
　

【請求項８】
　

【請求項９】
　

【請求項１０】

【請求項１１】
　

【請求項１２】
　

【請求項１３】
　

【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、通信システムに関し、特に送信パワーを制御する方法に関する。
【０００２】
【従来の技術】
図１は、ＣＤＭＡ通信システムの基地局１０と移動局１２とを示す。基地局１０と移動局
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少なくとも２回以上

前記第一セグメントは複数の繰り返しセグメントの一つであり、前記第二セグメントは
複数の繰り返しセグメントの１つであることを特徴とする請求項１記載の方法。

少なくとも２つの通信チャネルに対して通信パワー制御情報に対する方法であって、
（Ｄ）モバイルステーションからベースステーションへ転送された逆方向パイロットチャ
ネルの第一セグメントの一部におけるパワー制御情報を転送するステップであって、該パ
ワー制御情報はベースステーションからモバイルステーションへ転送された第一順方向チ
ャネルのため、第一セグメントは複数の繰り返しセグメントの一つ及び、
（Ｅ）前記逆方向パイロットチャネルの第二セグメントの対応する部分におけるパワー制
御情報を転送するステップであって、前記パワー制御情報はベースステーションからモバ
イルステーションへ転送される第二順方向チャネルに対するものであり、第二セグメント
は複数の繰り返しセグメントの一つであり、前記第一のフォワードチャネルは前記第二順
方向チャネルと異なった情報を伝達することを特徴とする方法。

第一順方向チャネルに対する前記制御情報が第二順
方向チャネルに対する前記パワー制御情報と異なる請求項６記載の方法。

前記第一順方向チャネルは音声チャネル、データチャ
ネル及び画像チャネルの中の一つであることを特徴とする請求項６記載の方法。

前記第二順方向チャネルは音声チャネル、データチャネ
ル及び画像チャネルの中の一つであることを特徴とする請求項６記載の方法。

（Ｄ）のステップと（Ｅ）のステップを、交互に行うこと
をさらに特徴とする請求項６記載の方法。

逆方向のパイロットチャネルの第三セグメントの対応
する部分に制御パワーコントロール情報を送信するステップであって、該パワー制御情報
はベースステーションからモバイルステーションへ送信される第三順方向チャネルに対す
る情報であることをさらに特徴とする請求項６記載の方法。

前記第三セグメントは複数の繰り返しセグメントの一つ
であり、第三順方向チャネルは順方向データチャネル、順方向音声チャネル及び順方向画
像チャネルの中の一つであることを特徴とする請求項１１記載の方法。

第一順方向チャネルに対するパワー制御情報が前記第二チャネルに対するパワー制御情
報の各送信に対して少なくとも２回以上送信されることを特徴とする請求項６記載の方法
。



１２は、基地局１０から移動局１２にダウンリンクチャネル１４を介して通信する。移動
局１２は、基地局１０に対し、アップリンクチャネル１６を用いて通信する。ダウンリン
クチャネル１４は、音声用チャネル、データ用チャネル、パイロット信号用チャネル、専
用制御チャネル（ dedicated　 control channel ：ＤＣＣＨ）と、制御情報またはオーバ
ーヘッド情報を与えるような他の信号用に個々のチャネルを有する。同様に、アップリン
クチャネル１６もまた、音声用チャネル、データ用チャネル、パイロットチャネル、専用
制御チャネル（ＤＣＣＨ）を有する。進行中の通信の種類によっては、音声チャネルを省
略してデータチャネルが用いられる場合があり、あるいは、データチャネルを省略して音
声チャネルを用いる場合もあり、あるいはデータチャネルと音声チャネルの両方が用いら
れる場合もある。
【０００３】
順方向（ダウンリンク）に送信するのに用いられるパワー量の調整は、基地局と移動局と
の間の周囲環境および／または基地局と移動局との間の信号のフェージングに起因して発
生する信号損失の量を補うようにして行われる。移動局１２は、受信した全体パワー、あ
るいはエラーレートのような順方向リンクの特性をモニターしている。受信したパワーあ
るいはエラーレートに基づいて、移動局１２は基地局１０に対し、順方向データおよび／
または音声チャネルを介して送信に用いられるパワーの量を増減させている。例えば、エ
ラーレートが増加するかあるいはエラーレートが通信開始時に設定されたしきい値を越え
た場合には、移動局は基地局に対し順方向のデータチャネルおよび／または音声チャネル
の送信に用いられるパワーを増加するよう指示する。逆に移動局が極端に低いエラーレー
トを検出した場合には、移動局は基地局１０に対し、順方向の音声チャネルとデータチャ
ネルを送信するのに用いられるパワーを下げるよう指示する。基地局がこのようなパワー
制御情報を、移動局から受信すると、基地局はそれに従って順方向の音声チャネルとデー
タチャネルを送信するのに用いられるパワーを修正する。
【０００４】
図２は、移動局１２から基地局１０に送信されるパイロットチャネルを示す。このパイロ
ットチャネルは、移動局が基地局へパワー制御指示を送信するのに用いられる。このパイ
ロットチャネルは、１．２５ミリ秒の長さのパワー制御グループ（セグメント）２０に分
割される。各１．２５ミリ秒のセグメントを構成するパワー制御サブチャネル２２の間に
、パイロット信号は、パワー制御信号、パワー制御ビットあるいはパワー制御コマンドで
置換される。このパワー制御信号は、基地局に対し順方向の音声チャネルとデータチャネ
ルを送信するのに用いられるパワーを増減するよう伝える。このパワー制御情報（指示）
を用いて、基地局は順方向の音声チャネルとデータチャネルの両方を制御している。この
方法は、両方のチャネルが同一環境内にあり、通信環境あるいはフェージングに起因した
同様な変動を受けるために用いられている。各１．２５ミリ秒のセグメントの残りの３／
４の部分は、パイロット信号を送信するために用いられる。そしてこのパイロット信号に
より、基地局は移動局からの信号をコヒレントに復調することができるようになる。
【０００５】
図３は、信号を２つの基地局１０，５０から受信するソフトハンドオフ状態にある移動局
１２を示す。このような状況においては、移動局１２は、基地局１０と基地局５０から音
声チャネル、データチャネル、パイロットチャネルを受信している。図１で説明したよう
に、移動局１２は、音声信号とデータ信号のパワーおよび／またはエラーレートを監視し
て、基地局１０と基地局５０に対し、順方向リンク上で音声および／またはデータを送信
するのに用いられるパワーを増減するよう指示する。このような状況において移動局が、
図２で関して説明したパワー制御コマンドを送信すると、このパワー制御コマンドは、基
地局１０と１５の両方に送られる。
【０００６】
図４は、移動局１２が基地局１０と基地局５０の両方から通信信号を受信するソフトハン
ドオフ状態にある状態を示している。この状況では、移動局１２は、基地局１０から音声
チャネルとデータチャネルを受信しているが、基地局５０からは音声チャネルのみを受信
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している。このような状況は、基地局５０が移動局１２に対し音声チャネルとデータチャ
ネルの両方を提供できる十分なリソースを有しておらず、音声チャネルしか提供できない
ソフトハンドオフの状態のときに発生する。このような状況は、非対称であるために、同
一のパワー制御情報は、音声チャネルと順方向のデータチャネルの両方を制御するのに用
いることはできない。音声チャネルとデータチャネルが異なるパワー変動を受けるときに
は、音声チャネルを監視することによって得られたパワー制御情報は、データチャネルに
適用することができず、また、その逆も同じである。
【０００７】
【発明が解決しようとする課題】
本発明の目的は、移動局から基地局に提供される余分のパイロットパワーを必要とせずあ
るいは余分のバンド幅を使用せずに、順方向の音声チャネルと順方向のデータチャネル用
に、別々のパワー制御情報（コマンド要求）を提供する方法を提供することである。
【０００８】
【課題を解決するための手段】
本発明は、移動局により送信されるパイロットチャネルのパイロット制御サブチャネル内
の音声用パワー制御コマンドとデータ用パワー制御コマンドとを交互に与えることにより
、前記課題を解決する。本発明の一実施例においては、第１のパイロットチャネルのセグ
メント、あるいはパワー制御グループのパワー制御部分（パワー制御サブチャネル）を用
いて、順方向の音声チャネル用のパワー制御情報を送信し、その後にパイロットチャネル
セグメント（すなわちパワー制御グループ）のときに、パワー制御部分（パワー制御サブ
チャネル）を用いて順方向のデータチャネル用のパワー制御情報を送信する。本発明の他
の実施例においては、音声のパワー制御とデータのパワー制御との間で５０：５０以外の
利用（使用）比率も、移動局のパイロットチャネルに与えることができる。例えば、順方
向の音声チャネルのパワー制御情報を順方向のデータチャネルのパワー制御情報の送信に
対し２倍または３倍以上（の間）送信することもできる。
【０００９】
【発明の実施の形態】
図５は、移動局１２が基地局１０と基地局５０に送信するＣＤＭＡパイロットチャネルの
例を示す。このパイロットチャネルは、パワー制御グループ６０、６２、６４、６６に分
割される。各グループはそれぞれ例えば１．２５ミリ秒の長さを有する。各セグメントの
パワー制御サブチャネル２２がパワー制御情報を送信するのに用いられたのと同様に、パ
ワー制御グループ（セグメント）６０の部分６８と、パワー制御グループ６２の部分７０
と、パワー制御グループ６４の部分７２と、パワー制御グループ６６の部分７４がそれぞ
れ、パワー制御情報を送信するのに用いられる。この実施例においては、パワー制御に用
いられる部分は、セグメントすなわちＰＣＧ（パワー制御グループ）の１／４である。パ
ワー制御部分を、各セグメントの１／４以上にすること、あるいはそれ以下にすることも
可能である。各セグメントの残りの部分を用いて、パイロット信号を送信する。この実施
例においては、連続するセグメントのパワー制御部分、および／またはＰＣＧを交互に用
いて、順方向チャネルの音声パワー制御情報と、データパワー制御情報を提供している。
【００１０】
例えば、部分７２と６８は、順方向の音声チャネル用のパワー制御情報を提供するのに用
いられるが、部分７０と７４は、順方向のデータチャネル用のパワー制御を与えるのに用
いられる。その結果、別々のパワー制御が順方向の音声チャネルとデータチャネルに対し
与えられ、これは移動局により与えられる、パイロット信号の領域を侵すものではない。
【００１１】
図６は、順方向の音声チャネルとデータチャネル用に別々のパワー制御が用いられるパイ
ロットチャネルを示す。この実施例においては、音声チャネルとデータチャネル用のパワ
ー制御は、等間隔に分離していない。音声チャネル用にパワー制御送信を３回送信するの
に対し、データチャネル用にはパワー制御信号を１回送信している。パワー制御部分８０
、８２、８４は、順方向の音声パワー制御上のコマンドを含み、パワー制御部分８６は、
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順方向のデータチャネルパワー制御用のパワー制御コマンドを含む。同様に、パワー制御
部分８８、９０、９２を順方向の音声パワー制御用に用い、パワー制御部分９２を順方向
のデータパワー制御用に用いる。このパターンは、移動局が基地局から新たな指示（情報
）を受信するまで繰り返される、あるいは音声チャネルまたはデータチャネルがドロップ
されるまで繰り返される。音声用あるいはデータ用にパワー制御情報を交互に送る他の組
合せも可能である。例えば、１回の音声用パワー制御情報に対し、３回のデータ用パワー
制御情報の伝送も可能であり、あるいは１回のデータ用パワー制御情報の伝送に対し、２
回の音声用パワー制御情報の伝送も可能であり、あるいはまた、１回の音声用パワー制御
情報の伝送に対し、２回のデータ用パワー制御情報の伝送も可能である。他のパターンも
、特定のチャネルのパワー制御に対する優先度に基づいて用いることもできる。パワー制
御に対し高い優先度を有するチャネルに、低い優先度のチャネルよりもより多くのパワー
制御伝送あるいはパワー制御バンド幅を与えることもできる。
【００１２】
図７は、パワー制御伝送パターンの例を示す。
【００１３】
本発明の変形例として、２個以上の順方向チャネルに対しパワー制御情報を与えることも
可能である。例えば、音声チャネル、データチャネル、画像チャネルに対しパワー制御を
与えることも、あるいは、音声チャネルと複数のデータチャネルにパワー制御を与えるこ
とも可能である。複数のチャネルが制御される場合には、各チャネルに対するパワー制御
情報が、パイロットチャネルセグメントのパワー制御部分を用いて間に挟んだ形で送信さ
れる。
【００１４】
図８は、チャネル初期化を示す時間軸を表す。通信チャネルが初期化されると、基地局は
データバースト割当てメッセージを移動局に送る。このメッセージは、ウォルシュ符号割
当てのような割当情報とパワー制御伝送パターンを含む。このデータバースト割当てメッ
セージ内で、基地局が特定したアクションタイムの後、基地局は、データを割り当てられ
たウォルシュチャネルに基づいて送信することを開始する。移動局は、アクションタイム
の経過後、移動局により送信された第１の逆方向リンクフレームで、パワー制御パターン
に従ってパワー制御情報の送信を開始する。基地局は、アクションタイムの経過後、第１
の順方向リンクフレームで、パワー制御情報の処理を開始する。
【図面の簡単な説明】
【図１】音声チャネルとデータチャネルを用いて、移動局と基地局が通信する状態を表す
図。
【図２】パワー制御サブチャネルを有するパワー制御グループ（セグメント）を具備する
パイロットチャネルを表す図。
【図３】音声チャネルとデータチャネルを用いて、移動局が２つの基地局と通信する状態
を表す図。
【図４】第１基地局に対しては音声チャネルとデータチャネルを用い、第２基地局に対し
ては、音声チャネルを用いるがデータチャネルは用いない状態において、移動局が２つの
基地局と通信する状態を表す図。
【図５】パワー制御サブチャネルまたは１つおきのパワー制御グループ（またはセグメン
ト）を用いて、同一の順方向チャネルに対し、パワー制御コマンドを３個伝送することを
、第２順方向チャネル用のパワー制御コマンドの各伝送に対し、実行するパイロットチャ
ネルを表す図。
【図６】第２の順方向チャネル用のパワー制御コマンドを１回伝送する間に、第１の順方
向チャネル用のパワー制御コマンドを３回伝送する状態を表すパワー制御伝送パターン図
。
【図７】パワー制御情報伝送パターンを表す表。
【図８】通信チャネル初期化とパワー制御情報伝送の開始の関係を表す時間軸。
【符号の説明】
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１０　基地局
１２　移動局
１４　ダウンリンクチャネル
１６　アップリンクチャネル
２２　パワー制御サブチャネル
５０　基地局
６０、６２、６４、６６　パワー制御グループ
６８、７０、７２、７４　部分
８０、８２、８４、８６、８８、９０、９２、９４　パワー制御部分

【 図 １ 】 【 図 ２ 】
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【 図 ３ 】 【 図 ４ 】

【 図 ５ 】 【 図 ６ 】
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【 図 ７ 】 【 図 ８ 】
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